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上半期の秋田県内特殊詐欺被害

認知件数 ３５件

被害総額 約５,０７７万円

認知件数のうち、全体の約６０％が架空料金請求詐欺
被害の手口で、有料サイトの未納料金名目、パソコンウイルス
対策費用名目、高額当選金受取費用名目等の被害が多く
発生しています。
このほかにも市役所職員等をかたった還付金詐欺や警察

官等をかたった預貯金詐欺・キャッシュカード詐欺盗の
被害等も発生しています。
不審な電話やメールを受け、ＡＴＭに行くことやコンビニ

エンスストアで電子マネーの購入を要求された場合は、
１人で判断することなく、すぐに警察やご家族に相談して
ください。

固定電話対策として、ＮＴＴ東日本の「ナン

バー・ディスプレイおよびナンバー・リクエスト

の高齢者無償化等」の利用や、警察・市町村が

無償で貸出している「自動通話録音警告機」を

設置するなど、犯人グループから電話を直接

受けないようにすることが、特殊詐欺被害防止

として極めて有効です。

秋 田 県 警 察


